
妊娠・出産・子育てに関連した経済的支援  

○妊娠・出産子育てに関連した経済的支援としては、  

・「出産育児一時金」・‥出産費用の負担軽減  

・「出産手当金」「育児休業給付」・・・産前産後休業・育児休業中の所得保障  

・「児童手当」‥・児童を養育する者に対する手当  

が主なものとなっている。  

○育児休業（給付）や短時間勤務等の措置は、保育サービスと必要性・量等の面において表裏の関係にある。  

l  

：妊婦健診費用の：   

… 篭㍍ 室  
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妊婦健診の公糞負担の拡充について  

自重  

○妊婦が、健診費用の心配をせずに、必要な回数（14回程度）の妊婦健診を受けられるよう、公費負担を拡充。  

○現在、地方財政措置されていない残りの9回分について、平成22年度までの間、国庫補助（1／2）と地方財政  

措置（1／2）により支援。  

＜現状＞  
l‾‾‾‾‾‾‾■－－－■■ 「  

＜拡充案＞  

［コ帥補助  

［：コ地方財政楕眉   9回   

個人負担又は  

市町村の任意助成   

5回  

市町村  
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子育てしながら働くことが普通にできる社会の実現に向けて  
（今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会報告書平成20年7月1日）  

仕事と家庭の両立の現状  今後の両立支援の基本的な考え方  

○就労している女性の約7割が第1子出産を機に退   

職   
※女性の育児休業取得率は7割超   

※「仕事を続けたかった力1士事と子育ての両立の難しさで辞め   
た」女性労働者が多い。  

○育児休業後に両立を続けられる見通しが立たない  

○育児休業からの復帰後も継続就業しなが   
ら子育ての時間確保ができる働き方の実   

現   

＝ 保育所への送り迎えが余裕を持ってできる   

※ 育児のための短時間勤務の導入企業は約3割  

○全ての企業の労働者が育児期に短時間勤務   

が選べるようにする必要  ○男性の育児へのかかわりが十分とはいえない   
※休業取得率は0．50％に過ぎない。一方、育児休業を取得し  

たいと考えている男性労働者は約3割  

○男性の家事・育児分担の度合いが低いため、妻の   

子育て不安が大きく、少子化の一因となっている   
※男性の家事・育児分担の度合いが高いと、妻の出産意欲が高い  

○父親も子葺三豊≡かかわることができる働   

き方の実現  

○父親の育児休業取得などの育児参加を促   

進する必要  

○父母と子どもとの時間が十分にとれない  
○労働者の子育て・介護の状況に応じた両   

立支援制度の整備  

○労働者の子育て・介護の状況はさまざまであり   

状況に応じた利用しやすい制度とする必要  

○家族の介護等のために5年間で約45万人が離転   

職  

○要介護者を日常的に介護する期間に、年休・欠勤   

等で対応している労働者も多い  

子育てや介護をしながら働＜ことが普通にで  
きる社会への転換∴  

父母と子が接する時間も多く取れるようになる。  

現行の育児・介護休業法では十分に対応できてい  
なし㌧（長期の休業（1歳までの育児休業や93日間の  
介護休業）が制度のコア）  

（労使協丘による扁児体よ取揚陸姓規定史見直し）  

○専業主婦の方が子育てへの不安感を抱えていることが   

多いこと等も踏まえ、配偶者が専業主婦（夫）等であっても  

夫（妻）が育児休業を取得できる中立的な制度にするべき  

（出産後8週間の父親の育休取得促進）  

○出産後8週間の時期の父親の育児休業を「パパ休暇」と   

して取得を促進し、この間に取得した場合には再度の育   

児休業の取得を認めるべき。  

（父母ともに育児休卿の延長）  
○父母がともに育児休業を取得する場合に、休業期間を現  
行よりも延長できるようなメリット（「パパ・ママ育休プラス  

（育休プラス）」）を設けるべき。  

（短時脚）  
○父親と母親が保育所への送り迎えを余裕を持ってでき、子育   

ての時間確保ができるなど、育児休業を取得した後の働き方を   

見通すことができるよう、柔軟な働き方を選べる雇用環境を整   

備していくことが重要。  

○子を養育する労働者からの希望が高く、子育ての時間確保を   
容易にすることができる短時間勤務と所定外労働の免除につ   
いて、3歳に達するまでの子を養育する労働者に関しては、原   
則としてどの企業においても、労働者が選択できる制度とする   
ことが必要。  

（在宅勤務）  

○在宅勤務制度（テレワーーウ）を子育てや介護と仕事の両立に資   

する制度として、勤務時間短縮等の措置の一つとして位置づけ   

るべき。  （期間は、ドイツ、スウェーデンの例等を踏まえ、2か月程度）  

（子の事護休暇）  

○年5日の看護休暇を子どもの人数に応じた制度とするべき。  ④両立支援制度の実効性の確保  

（不利益取扱い）  

○短時間勤務等の申出等を理由とする不利益取扱いにつ   

いて、基準を明確化することを検討するべき。  

（苦情■紛争の鮭決の仕組みの創設）  

○育児休業の申出等に係る不利益取扱い等について「調  

停制度」等による紛争解決援助の仕組みを検討するべき  

（広報．周知■轄♯等）  

○制度の周知徹底を図るとともに、父親の子育て参加、育   

児休業取得に関し、社会的なムーブメントを起こしていく   

ような広報活動等について検討するべき。   

③労働者の子育て・介護の状況に応じた両立支援制度の整備  

（再度の育休取得事件整の見直し）  

○子どもが病気や怪我のため一定期間の療養を要する場合等に   

再度の育児休業の取得を認めるべき。  
まのための短期の休暇制摩1  

0現行の介護休業（「長期の休業」）に加え、一日単位・時間単位  
などで取得できる「短期の休暇」制度を設けるべき。  

（期¶t用青の休業の普及促進）  

○育児休業可能な期間雇用者が、よリー層休業を取得しやすく  
するために、休業取得要件をわかりやすく示し、周知を徹底。  



主要国の児童手当、税制による子育て支援の比較  

イギリス   スウェーデン   ドイツ   フランス   アメリカ   
支給対t  ・16歳未満の児土（全日制  ・16歳末満の児暮（多子剖  ・18歳未満の児暮（失業者  ・祁歳末満の児暮   

日 本   
りト学校修了までの児i  

教書又は無報酬の就労  ・第1子から  
訓練を受けている場合は  
孤歳未満）  支給対t）  ・第1子から   

児  ・第1子から   ・第1子から   

支給月額  ・第1子過重H8．10（月額換  ・子1人当たりSEKl．0馳（約  ・第3子まで1聞く約2．3万  ・第2子119．13（（約1．8万  
（2007年）  嘉約1．7万円）   1．7万円）   円）   円）、第3子以降1畠2．62  3歳まで 月10．000円   

童  ・第2子以降 遇£12．10（月  ・多子割増手当   ・第4子以降17米（約2．7万  モ（約2．3万円）  制 度 な し  

線換算約1．2万円）   2人SEKl姐（約0．2万円）  ・甘鼓以上の児主には加  ・第2子まで月5，∝旧円  

3人SEK4封（約0．7万円）  算（11′－15歳弧5圧（約  ・第3子以降月10．000円  

手  4人S［Kl－314（約え1万円）  0．5万円）、16歳以上59．訂  

5人S［K2．駕3（約3．8万円）   モ（約0．9万円）  
非被用舌780万円未嵐被  

当  な し   な し   なし（ただし、所得が大きい場  な し  用着駅0万円未満（夫婦、  
含には税の控除が適用）  子2人の世帯）  

財 源  ・全線国井負担   ・全額国庫負担   ・全額公費負担（連邦政府  ・国、地方公共団体及び事  
74％、州政府及び自治体  
26％）   

業主拠出金（拠出金率  
年金や医療保険充当分  0．13％）   

を合わせ税率7．5％）  

とられてい  ・児童税額腰偲制度   な し   ・児暮扶養控除   ・∩分n東方式により、子ど  ・児童税控除   ・扶養控除  
る措置  児土手当の支給対象と  扶tする児童1人当たり  もの多い世帯ほど税負  17歳以下の扶養児壬1人  扶養家族1人当たり刃万  

なる子どもを養育する崇  5．∝旧宅（紛阻5万円）の所  担が軽減（1946年より導  当たリ1．000＄く約廿7万  円く所得税）、認万円（住  
虚に対し、t大、1家庭当  特捜除（両親がいる壌  入）   円）の税額控除（夫婦の  民税）が所得控除。（16～  
たり£別5（ほ0万円）及び  合）。児童手当よりも控除  所得が110．∝旧＄（約1．287  23歳の扶兼家族につい  

税  

児暮一人当たり£1．糾5  税額が大きくなる場合に  万円）までの世帯、それ  ては25万円控除額が割  
（吼6万円）を稜線控除  適用。（児i手当は一旦  以上の場合は控除額が  
（所得額が増加すると控  全Aに支給され、児士扶  所矧こ応じて逓減）  
除嶺は減少し、£弘．0的  兼控除の適用について  
（約1．276万円）を超えると  

・扶養家族課税控除  
は税の申告時に精暮さ  扶暮家族1人当たり3．1（氾  

連用がなくなる。）  れる。）  ＄（約駕万円）の所得控  

・児童手当制度と扶養控除  
制                                                                                                      児童税控除は2002年ま   

措tとの関  土手当を第1子から支給  手当制度を創設（児王手  入、編も引上げ   手当制度と併存）   では勤0‡であったが、  

係、経緯  （以前は第2子から）  当制度に一本化）   ・かつて、1975年に児暮扶  2003年に1．M＄に引き  
・その後、新たに児暮税額  養控賜を廃止し、児童手   上げられ、別04年に適  
控除制度が創設（児土手  当を第1子から支給（以  
当制度と併存）  前は第2子から）したが、  

用期限が2010年まで琴  

19萬年に児童秩♯控除  
長された。   

が復活  
児土手当と  ・1975年に児土手当と児暮  ・19嶋年にそれまでの児暮  ・1995年に児i手当と児士  ・∩分∩東方或は、1946年に      税制上の  扶事控偲を一元化し、児  扶暮控除を廃止し、児暮  扶養捜除の遮択制を導  財政法により狂人（家族  

（注）換井レートは、1ドル（＄）＝117円、1ユーロ（モ）＝149円、1ボンド（£）＝20円、1スウェーデンクローネ（SEK）＝16円（平成19年巨6月の基準外国為替相場及び裁定外国為替相場）141  

次世代育成支援の社会的コストの推計（給付の類型及び現金給付個物給付別分類）   



支給額、支給対象年齢について各種の前提をおいた児童手当給付額の機械的試算  

（支給対象年齢の児童に対する支給率をおおむね90％として試算）  

支   給   額  

一律2万円   一律3万円   

支   （現行）   

第1子、選手5．。。。。 第3子以降10．000円 3歳未満児一律10、000円  一律1万円  
1兆500億円  1兆5，400億円  3兆800億円  4兆6．200億円   

絵   《＋4，900億円》  《＋2兆300億円》  《＋3兆5，700億円》  

対 象  

年   1兆2，700億円  1兆9，300億円  3兆8，500億円  5兆テ，800億円   
中学校卒業まで          齢  《＋2，200億円》   《＋8，800億円》  《＋2兆8，000億円》  《＋4兆7β00億円》   

（参考一支給対象年齢の児童全員に支給した場合）  

支   （現行）   1兆1，600億円  1兆7，100億円  3兆4，200億円  5兆1，400億円   
絵   

対 象  

年   1兆4，000億円  2兆1，500億円  ・4兆2，900億円  6兆4，400億円   
齢  中学校卒業まで             《＋3．500億円》  《＋1兆1，000億円》  《＋3兆2，400億円》  《＋5兆3，900億円》   
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6－4．少子化対策に関する優先誅悪 性別／年代別  

■ 少子化対策（子育て支援）に関して優先的に対処すべき課頸を確認したところ、「育児休業や育児期の短時間勤務を取得しやすくする」（小川）．  「 
仕事と子育ての両立を支えるサービスの量・箕の充実」（42％）、一利用者ニーズに即応したサービスの提供J（4肌）が多く挙げられており、仕事と子育  

ての両立を支援するサービスの充実を求める人が多い様子。  
■ 性別でみると、多くの分野で女性の関心の高さが伺われるが、「出産・子育て時の一時金支給拡充」を優先すべきと考える人は女性より男性が多い。  
■ 20代、30代では「出産・子育て時の一時金支給拡充」r妊婦健診・出産や不妊治療への支操の拡大」を支持する割合が、他世代と比べると高い。  

少子化対策について（ユつまで回答可）＜性別／年代別＞  

6仇  

ー■全鐘 ＋繋げ イ巨 女性  

払出       モ  わ  
サけT  笑ま       の  か  

な呵 と  」●巾  ぼ鍵  悟  
ど問も  ピケ・  の持  子  中  

11に  ス子撞  拉  ＃  い  
の亨ip  大喪  
暮t鵬  慶  碑  

の  
且巧」  丁  
のコケ  拝  曙  

条  皇  
買電フ  ●  え  ・の麗   た青ヲ   く 朋  頁■  え丘l改   転  

∴三ごご車体こて∫   Z∝り  14  tl．8  10α  38†  耶沌  ：pユ  3丁   11   

20  

（11／4 第9回社会保障国民会議 提出資料「社会保障制度に関する国民意識調査報告書」抜粋）  
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次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方（抜粋）  

（平成20年5月20日社会保障審議会少子化対策特別部会）  

4 財源・費用負担  

（1）社会全他による費用負担  

○ 次世代育成支援は、「現在の子育て家庭に対する福祉」としての側面のみならず、将来の我が国の担い手の育成を通じた社会経済の発   
展の礎（未来への投資）という側面や、仕事と子育ての両立支援としての側面を有し、我が国の重要な政策課題である。新制度体系にお   
いて必要な兼用負担のあり方を考えるに際しては、次世代育成支援が、こうした側面を有することを踏まえ、1（3）に示す基本認識の下、   
社会全体で青層的に支え合う仕組みが求められる。  

○ また、次世代育成支援に関する給付・サービスの白的や壁益とそれらに対する壬用負担のあ り方が連動す べきものであることを踏まえ、   
蜘が必要である。  国・地方自治体・事業主・個人が、それぞれの役割に応じどのように  

（2）地方財政への配慮  

○ 保育所をはじめ子育て支援サービスの主たる実施主体である市町村の厳しい財政書冊こ配慮し、新制度体系への地方負担について財   
源の確保を図るなどにより、サ瑚重がある。  

○ その際、 地域特性に応じた柔軟な取組を馳不適切な地域差 が生じないような仕組みを考える必要がある。  

○ 公立保育所の一般財源化による影響を踏まえた議論が必要である。  

（3）事業主の重用負担 ○ 事業主の費用負担を考えるに際しては、次世代育成支援の現在の労働者の而立支援としての仙  の側面などを貴慮するとともに、働き方と関連の深いサービスなど．個別の給付サービスの目的・  動力の育成の  
づ皇である。  

（4）利用者負担  

○ 利用者負担について、給付費に対する負担水準をどうするか、その設定方法をどうするか等は重要な課題であり、低所得層が安心ヒ王   
利用できるようにすることに配慮しつつ、今後、具体的な議論が必要である。   

（5）その他  

○ また、給付に対する社会全体（園・地方自治体・事業主・個人）の重層的負担、利用者負担に加え、多様な主体による寄付の促進方策に   
ついても検討すべきである。  

社会保障国民会議 最終報告（抜粋）  
（平成20年11月4日社会保障国民会議）  

3 中間報告後の議論  

（5）新たな制度体系構築に向けた基本的視点  

③国民負担についての合意形成   

少子化対策は社会保障制度全体の持続可能性の根幹にかかわる政策であり、その他置付けを明確にした上で、効果的な財源投入を行うこと  
が必要。   

国民の希望する結婚、出産・子育てを実現した場合の社会的コストの追加所要額は、昨年末、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略会議  
報告において、1．5兆円～2．4兆円と推計されているところ。  

また、同試算には含まれていないが、施設整備やサービスの質の維持・向上のためのコスト、社会的養護など特別な支援を必要とする子ども達  
に対するサービスの充実に要するコスト、さらには児童手当をはじめとする子育てに関する経済的支援の充実も、緊急性の高い保育をはじめとす  
るサービスの充実の優先の必要性にも留意しつつ併せて検討すべき。  

対策は「未来への 少子化投資止して轍  

豊山   

4 社会保障の機能強化に向けて   

（中略）   

また、制度に基づく給付・サービス以外に、国のみならず、 地方自治体が様々珊オ・1トービス  
がある。地方分権、 地域住民の二瑚  
財源の確保をどのように考えていくかも大きな課題 となる。   

言うまでもなく、私たちの社会保障を守り、将来世代に負担を付け回しすることなく、信頼できる制度として次の世代に引き継  
いでいくためには、現在の社会に生きている我々国民がみな御芯じなければならない。   

社会保障制度を将来にわたって持続可能なものとし、同時に必要な機能の強化を実現していくために、今回のシミュレーション  
の対象でない障害者福祉等を含め、ある僻目こしな  
公立、必要な財源を安定的 に確保していくための改革lこ真剣仁取り組むべき陪期が到来している。   

速やかに社会保障に対する国・地方を通じた安定的財源確保のための改革の道筋を示し、国民の理解を得ながら具体的な取組に   



（11／4 第9回社会保障国民会議提出資料）  

社会保障の機能強化のための追加所要額（試算）  

（社会保障国民会諸及び「子どもと家族を応援する日本」重点戦略に基づく整理）  

年令lニ依る国腫色相副含の2与Iの1への引上け分（消曽相室檜量1％緯度（2009生麻で2，3兆円））が必要となる．  

改革の方向性  2025年度  

（新たな施策〉  些＝■■ご！＝  

（公算ベース）   消費税率換某   

○税方式を前提とするt■合   約15－31兆円   31／2－8％程度  

○社会俣欄方式を前提とする場合  
基礎年金  

・t低罷障機能の強化  
・暮磋年金鐘の改暮  

約2．9兆円   1％弱  

・受給権穐尉＝係る謄電の強化  
（先験の活用、厚生年金適用拡大、強制徴収） 等  

医♯・介性の充実強化と幼年化を同時に実施  
急性期匿療の充稟層化、重点化、在院日蝕の短縮化  

くスケンフの充実零）  
医療・介護  約14兆円  4％弱  

（地壇包括ケア」妨脚介護・訪問者護・訪問診療の充実等）  
在宅医療・介護の壌の蓋儀とサービスの充実  
（グループホーム、小規穫多機能サービスの東軍等） 等  

親の耽労と子どもの育成の両立を支える支援  
t3也大瀧児の保育サービスの利用串209勺→38～44％）  
（学齢期（小1－3年生）の放課後児壬クラブ利用率】g9も→60％）  

少子化対策  約1．6－2．5兆円  0．4－0．6％程度  
（井1子出産前彼の絶耗眈菓牟38％→55％））  

すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  
一望まLい受診回蝕（14回）を稚魚するための妊職診の支援の充実）等  

0税方式を前提とする壕合  約31－ヰ8兆円  8－12％程度  
合計  

0社会尿摸方式を前提とする場合   約19－20兆円   5％程度   

社会保朋の  機能強化に加え  9－13％棲度  

基礎年金の  
国ヰ1担割合 引上げ分を加噴   6％程度  

r注1）「社会保障国民兵鎗における桟封lニ賀するために行う公的年金側虎に関する重量的なシミュレーション」、「社会保隕国民会嬢における捜軌こ賀するために行う医か介技量用の   

シミュレーション（巳2シナリオ）」事に▲づく．舞済≠捷は「ケースⅧ－1（医療の捧びはケース①）」を用いた。  

i浅2）少子化対鷺に係る追加嚢欄については、「手どもと套糠を応檀する日丸量点覿時において示した次世代す成支援の七会的コストの推計を墓に．現行の開運する別席の公貪■担   

割合を当てはめて貴出した，なお．ここには児童手当事の経済的支援の拡充に零する欝用は計上していない．  
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仕事と生活の調和の実現と希望する結婚や出産・子育ての実現を  
－ビスの社会的なコストの推計  

児童・家族関連社会支出額（19年度推計）  

約4兆3．300億円  
（対GDP比0．83％ 欧州諸国では2～3％）  

推計追加所要額1．5γ2．4兆円  

（Ⅰ約1兆8do億円～2兆円 Ⅱ2β00億円Ⅲ1．B∞億円）   

Ⅰ親の就労と子ど五の育成の両立を支える支頗  

関連社会支出額（19年産経計）約1兆3，100億円 →追加的に必要となる社会的コスト ＋1兆800億円～2兆円  

○未就学児のいる就業希望の親を育児休業制度と保育制度で切れ目なく支援（特に3歳未満の時期）  
・第1子出産前後の継続就業率の上昇（現在38％→55％）に対応した育児休業取得の増加  

・0～3歳児の母の就業率の上昇（現在31％→56％）に対応した保育サービスの充実（3歳未満児のカバー率20％→38％、年間5日   
の病児・病後児保育利用）  

・スウェーデン並みに女性の就業率（80％）、保育（3歳未満児）のカバー率（44％）が上昇、育児休業や保育の給付水準を充実した   
場合も推計  

○学齢期の子を持つ就業希望の親を放課後児童クラブで支援  
・放課後児童クラブの利用率の上昇（現在小1～3年生の19．0％→60％）  

Ⅱ すべての子どもの健やかな育成を支える対個人給付・サービス  

関連社会支出額（19年度推計）約2兆5，700億円 ＋＞追加的に必要となる社会的コスト ＋2，∽0億円  

○働いているいないにかかわらず一定の一時預かりサービスの利用を支援  

・未就学児について月20時間（保育所利用家庭には月10時間）の一時預かり利用に対して助成  

Ⅲ すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  

関連社会支出額（19年度推計）約4，500億円    ゝ追加的に必要となる社会的コスト ＋1β00億円  

○地域の子育て基盤となる取組の面的な推進  
・望ましい受診回数（14回）を確保するための妊婦健診の支援の充実・全市町村で生後4か月までの全戸訪問が実施  

・全小学校区に面的に地域子育て支援拠点が整備■・全小学校区で放課後子ども教室が実施（「放課後子どもプラン」）  
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※「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、取組が進んだ場合に達成される水準として設定される10年後   

の数値目標と整合をとって試算している。  

※これは、現行の給付・サービス単価（利用者負担分を含まない）をべ一スにした試算であり、質の向上、事業実施主体   

の運営モデル・採算ベース、保育所や幼稚園の保育料等利用者負担などの関係者の費用負担のあり方等については   
勘案していない。  

※児童虐待対応、社会的養護や障害児へのサービスなど、特別な支援を必要とする子どもたちに対するサービスの費   
用の変化に関しては、この推計には含まれていない。  

※これは、毎年ランニングコストとして恒常的に必要となる額を推計したものであるが、これらのサービス提供のためには、   

この恒常的な費用のほかに、別途施設整備や人材育成等に関してのコストを要する。  

※現在の児童数、出生数をベースにした推計であり、この費用は児童数、出生数の増減により変化する。なお、3歳未満   
児数でみると、平成19年中位推計では現在と比べて10年後で8割弱、20年後で約3分の2の規模に減少するが、国民   
の結婚や出産に関する希望を反映した試算では10年後で95％、20年後でも93％の規模を維持する。  

※児童手当については、別途機械的に試算。  

次世代育成支援に関する給付・サービスの費用構成  

○平成19年度児童・家族関係社会支出（予算ベースの推計値4兆3，300億円）に関して、国、地方公共団   

体、事業主（保険料事業主負担及び拠出金）、被保険者本人（保険料）に分けて、費用負担の状況を推   
計したもの。  

戸
し
「
■
 
‘
 「

 
 
 



次世代育成支援に関する給付・サービス（児童・家族関係社会支出）の  

スウェ「デン  ●日 本・   

2003年度（日本は2007年度予算ベース）  

フランス  ドイツ  
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少子化対策の負担に関する国民意識①  

○少子化対策に関しては、年金・医療■介護に比べ、拡充のための負担増をやむを得ないと考える国民が多い。  

少子化対策   

tl握tlらす  ■複まど方恥負櫻  
田久世の増加はやもt得なL、  ■大嶋ち員捏叫加もやむモ得なしl  
⊂モ◎地  口わから机、  皇仰l  

ン一輪付水準を保つために、ある程度の負担の増加はやむを得ない」と   
考える人が最も多く3丁も。軌lて「給付水準をある程度下げても、   
従まとおりの負担とすべきjと回答した人が30ちp  

ン負担増に関して、大別すると、反群がエコ9、、啓三己が4Dr七なっている。モ I   

（11／4第9回社会保障国民会議提出資料「社会保障制度に関する国民意識調査報告書」抜粋）   
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少子化対策の負担に関する国民意識②  
○ 社会保障制度の中での少子化対策の緊急度については、若年世代に強く認識されているものの、  

すべての年代を通じては、緊急度を強く認識されているとはいえない。  

社会保l卒倒度総論  
2－3．各制度間の対策緊急度比較年代劇  

■ 50代以下では、「年金欄産Jが緊急に取り組むべきものとして一番に挙tずらhている。  

■ 20代、80代の若年層では、「少子化対策」が「年金制よ」に次いで対策が緊急に必要な分野と考えている。  

■ r介護制度」r医療制度」については、年代が高くなるほど緊急に取り組むべきと考える人が多くなる。  

■贅■に取り組むべき分野＿全体く戚一加）   く登ここでの分析手法IWセt－一対比較評価…圭）については、P22・－を葬層L＞  

t用支援策 介瞳餉丘 匿療制度 少子化対策  年金餉虔  

■妙R（戚t畑）  

■謝代（n＝沌1）  ■TO代（戚咄  

十■一1 トー＋・－一州】■。L【】■ t  

■8㈹以上（鰐王9）監蟄  

十一1   ト■十叫【ⅠⅠ。L，Ⅰ【1【Ⅰ■l   

→－－－－－－」■  

（11／4第9回社会保障周民会檎提出資料「社会保陣制度に関する国民意識爛査報告書」抜粋）  

■ヰ○代（∩＝Ⅲ）  

■50代（lFIS5）＿！   
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社会保険による次世代育成支援に関する主な議論   

○ 次世代育成支援関連の給付を、社会保険の対象とし、妊娠・出産・子育てを給付原因となる保険事故と  
する場合、以下のような議論（利点・課題等）がある。  

【社会保険による場合の課僅等】   

○ 出産・子育ては、親の選択・裁tによるものであり、  

いわゆる「保険事故」としてなじまないのではないか。   

○ 子を持つ意思のない者や、高齢者など、給付を  
受ける可能性がない又は低い青も多数存在し、  

そうした着から保険料として負担を求めることに妥当性  

や納得性があるかどうか。   

○ 我が国の社会保険制度は、負担を行わない者に対  

して、一定の給付制限を行うのが一般的であるが、  

次世代育成支援においては、親の未納に対して子に  

不利益が及ぶ点をどう考えるか。   

○ 保険料徴収に関する課題  

※「保険事故」…生活のための所得を減少もしくは喪失させる事故、またはその所得をもってしては賄いきれないような失井を発生させる事故であ  
り、その発生が保険給付を行う原因となるもの。その発生が偶然であること（発生の可能性は推察されるが、その発生の態様あるいは発生の時期  
について予測しえないものであることを必要とする。）。  
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社会保険以外の社会連帯による次世代育成支援の例  
≠ フランスの全国家族手当金庫による家族政策の展開 －  

○ フランスにおいては、次世代育成支援に関する施策を「全国家族手当金庫」を中心に運営。   

○ その特色としては、  
① 国・事業主・個人といった各主体の拠出により社会全体で費用を支えている  

②運営が、行政の仲方的意思ではなく、運営機関（「全国家族手当金庫」及び各県の「家族手当金庫」）との  
合意に基礎を置く「契約」により定められている  

③運営機関（「全国家族手当金庫」及び各県の「家族手当金庫」）には、事業主・被保険者（個人）等の関係者  
代表を構成員とする「理事会1が置かれ、意思決定■執行を行っている  

点が挙げられる。  

2．意思決定機構  
O「全国家族手当金庫」、各県の「家族手当金庫」のいずれにも、事業主・被保険者その他の関係者代表から構成される   

「理事会」が置かれ、「理事会」を最高意思決定機関・執行機関として運営。  

旦事業内容  
（1）法定給付  

○ 各県の「家族手当金庫」が法定給付を各家族に対し支給。（主なものは、乳幼児迎え入れ手当（休業中の所得保  
障・保育費用補助））   

（2）社会的事業  

○ 各県の「家族手当金庫」が自治体を通じ、各種保育施設の施設整備費、運営費に対する補助等を実施。  
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